
１　歳入

（単位：千円）

２　歳出

（単位：千円）

国支出金
県支出金

その他
引上げ分
地方消費税

その他

障害者福祉事業 967,663 728,709 34,675 204,279

高齢者福祉事業 80,477 12,451 9,871 58,155

障害児通所給付事業 67,411 49,924 2,538 14,949

児童扶養手当給付事業 186,523 61,066 18,205 107,252

私立保育所運営事業 797,158 390,489 166,819 34,805 205,045

公立保育所運営事業 216,511 15,742 29,134 171,635

生活保護費 748,135 558,174 27,565 162,396

小　計 3,063,878 1,788,362 195,012 156,793 923,711

介護保険事業特別会計繰出金 700,000 101,577 598,423

国民健康保険事業特別会計繰出金 339,701 214,659 18,145 106,897

小　計 1,039,701 214,659 0 119,722 705,320

後期高齢者医療特別会計繰出金 183,407 137,555 6,654 39,198

後期高齢者広域連合療養給付費負担金 635,753 92,254 543,499

病院事業会計補助金 335,366 48,665 286,701

小　計 1,154,526 137,555 0 147,573 869,398

5,258,105 2,140,576 195,012 424,088 2,498,429

地方消費税交付金の使途について（消費税率引上げ分，平成２７年度決算）

費目 決算額 税率引上げ分

地方消費税交付金 983,313 424,088

事業名 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　計

　消費税率引上げの趣旨は，今後も増加が見込まれる社会保障費の財源確保にありますので，地方消
費税交付金の税率引上げ分は社会保障費に充当しています。


